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１．まえがき

アントレプレナー・エンジニアリング研究会は，2000年

12月に映像情報メディア学会の時限研究委員会として設置

された．学会の活動目的は，事業創造を目指すアントレプ

レナーシップ（起業家精神）に基づき，技術戦略と経営戦略

を統合し，技術シーズから事業化に至る動的なプロセスに

おける課題を見出し，その課題に対する解を提供する方法

論，いわゆる起業工学を体系化することにある．

図1は，文系や理系の各種学問から得られる知識から市

場社会に対して事業，製品，サービスが提供されるまでの

事業創造プロセスを示したものである．このプロセスは，

「技術シーズ」が「経営リソース」と結合しながら市場社会

に提供される「事業，製品，サービス」に至る流れと，市場

社会のニーズの認識から「技術シーズ」や「経営リソース」

への流れによって形成されている．この2つの流れが交差

するところは，アントレプレナーシップを触媒として新結

合・新たな価値創造を生み出す発火点となっている1）．

本研究会では，この事業創造プロセスに関する多様な事

例研究を通じて，起業工学を確立するとともに，社会で活

躍できるアントレプレナー育成に貢献することを目指して

取り組んでいる．

本稿では，本研究委員会を取り巻く世の中の潮流ととも

に，本研究会の2024年1月から2025年12月の期間におけ

る活動を振り返り，その内容をまとめる．

２．本研究委員会を取り巻く潮流

本研究委員会では，発足当初よりキーワードとして「オー

プンイノベーション（Open Innovation：以下，OI）に注目し

てきた．OIは，Henry W. Chesbroughにより，自社の研究

や技術のみで画期的な新製品（商品）・サービスを提供する

「クローズドイノベーション（Closed Innovation）」とは異な

る新しい概念として提唱されたものである2）．その違いに

ついては表1の通りである3）～5）．

そこで，ここでは，OIの現状とともに，OI創出を持続

させる方法について整理する．

2.1 オープンイノベーションの現状

OIは，表2のように，企業活動に焦点が当てられ，研究

開発効率の向上や新規事業創出を目的とした外部連携が提

案されていた「1.0」から，社会や技術の変化に対応してい

くために，組織横断型で多層的なイノベーション「2.0」6）や

「3.0」7）8）へと進化した．

このようにオープンイノベーションは，継続して進化し

ていると考えられる．アクセラレータプログラムやオープ

ンイノベーション支援プラットフォーム，クラウドファン

ディング活用，コーポレートベンチャーキャピタル（CVC）

といった，OI進化に関わるトピックについては，前回のア

ントレプレナー・エンジニアリング研究会年報（上田・金

藤・山田・瀧川（2024））の中で報告した9）．

さらにOI進化に関連するトピックとして，サイバー空間

とフィジカル空間を融合し，経済発展と社会的課題の解決

を両立する人間中心の社会であるSociety 5.0の実現9）を始

め，VUCA（Volatility（変動性），Uncertainty（不確実性），
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図1 アントレプレナー・エンジニアリング研究委員会で提唱する事

業創造プロセス
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Complexity（複雑性），Ambiguity（曖昧性））時代や持続可

能な開発目標（SDGs）5）へのOIの実践適用可能性について

も検討されている．

2.2 持続可能なイノベーション創出の方法

2.1で述べた社会変化に対応していくためには，OIを創

出し，（高度に）進化させることは今後も必要になってく

る．しかし，特に日本でOIを創出し続けることは決して

容易なことではない．オープンイノベーション・ベン

チャー創造協議会（JOIC）および国立研究開発法人新エネ

ルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）（2018）は，OI推

進の課題・阻害要因について，表3のように組織戦略，組

織のオペレーション，ソフトの3つの要素の視点から整理

している11）．

また，真鍋（2025）も，①強い自前主義，②リスク回避

志向，③低い人材流動性，④未熟なベンチャーキャピタ

ル（VC）市場5），といったOIが進まない4つの理由を述べ

ている．これらの理由も，JOICおよびNEDOが指摘した

表3の課題・阻害要因に関連したものであると考えられる．

JOICおよびNEDOは，これらの課題・阻害要因に対応

し，成功に導く要因も分析しているが12），イノベーション

創出と高収益性を同時実現し，それを持続させる最も重要

なポイントは，ソフト面の「人材」の意識や行動を変容させ

視　点

人　材

事業プロセス

市場化

アイデア

知的財産

モデル

クローズドイノベーション

社内で優秀の人材を活用する．

研究開発から利益を得るために，社内で研究開発から販売ま
ですべて行う（自前主義）．

イノベーションを最初に市場に出すことにより，優位に立つ
ことができる．

最も多く，また優れたアイデアをつくり出すことにより，優
位に立つことができる．

社内でコントロールすべきである（他社での使用は認めない）．

オープンイノベーション

社内外で優秀な人材を連携させ，活用する（共創する）．

社内外で連携（共同）して研究開発を行う（相互に価値を享受する）．

イノベーションを市場に出すよりも，ビジネスモデルの構築を優先する．

社内外のアイデアを効果的に活用することにより，優位に立つことができる．

社外にも積極的に使用してもらって利益を得たり，社外からも購入するこ
とにより，ビジネスモデルを成長させる．

研究フェーズ 開発フェーズ
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シーズ
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マーケット
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研究フェーズ 開発フェーズ
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シーズ
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外部シーズ
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研究機関・
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表1 クローズドイノベーションとオープンイノベーションの概念の違い

オープン
イノベーション3.0

1対多

大企業がインテグレータ的な存在，
業界の垣根を超え全体最適．

オープン
イノベーション2.0

多対多

産官学連携等，多様な関係者が
多層的に連携・共創．

オープン
イノベーション1.0

1対1

自社にない技術・資源を保有す
る他社と協業．

・アクセラレータープログラム
・オープンイノベーション・プラットフォーム
・顧客層の参画：クラウドファンディング等
・生成AIの活用

注目すべきキーワード

表2 オープンイノベーションの進化と注目すべきキーワード
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る戦略にあろう．これと同様な内容は，人材版伊藤レポー

トにも触れられている13）14）．したがって，OIの創出や進

化による社内外の収益や利益の最大化をもたらすエコシス

テム構築には，現場で働く従業員を対象とした人材開発・

育成などを支援する「人的資本経営」や，その根幹ともいえ

る「健康経営」の取り組みが求められていると言える．

本研究委員会は，OIの創出・進化に関わる社会や技術の

新たな動向に注目しつつ，持続可能なイノベーション創出

に向けた新たな方法論を文理融合の視点から継続的に検討

し，その成果を提案・発信していく活動を推進する．

３．研究会活動

本研究委員会では，2024年1月～2025年12月の期間に，

「起業工学から見たイノベーションに関する研究」という

テーマで計4回の研究会を開催した．研究会はいずれも現

地とオンラインを併用するハイブリッド開催とし，優秀な

発表には研究会賞を授与し，一部は映像情報メディア学会

論文誌のフィールド論文に投稿され，出版された．以下，

当該期間における研究会の概要をまとめる．

3.1 2024年研究会

3月9日に早稲田大学ビジネススクールにおいて，2023年

度第2回研究会を開催した．ここでは，早稲田大学より自動

車，化粧品，エンタテインメント業界におけるビジネス戦

略などに関して計5件の発表があった．加えて，立命館大学

よりナラティブものづくりといイノベーションに関して1件

の発表があった．ここでは，現地およびオンライン参加者

での活発な議論が展開された．

9月21日に法政大学市ヶ谷キャンパスにおいて，2024年

度第1回研究会を開催した．基調講演では，浮世絵コン

シェルジュの畑江麻里氏より「浮世絵イノベーション」が報

告され（図2），その後の講演では，キャリア理論，地域振

興，産官学連携，コーヒー業界とミニシアターの持続可能

性をテーマとする5件の発表が行われた．具体的には法政

大から3件，芸観大から1件，摂南大から1件の発表がそれ

それあった．多様なテーマではあったが，3月研究会と同

様に活発な議論が展開された．

3.2 2025年研究会

3月8日には法政大学大学院において2024年度第2回研究

会を開催した．ここでは，開発ボード市場へのアプローチ，

インターンシッププログラム，健康経営の社内浸透，ブッ

クカフェの事業計画をテーマにした4件の研究発表と，サ

ステナビリティ社会におけるものづくりのあり方，日本の

義務教育，マスメディアとジェンダーをテーマにした3件

のポスター発表が行われた．この研究会では，初の試みと

して，ハイブリッド開催でのポスター発表を企画した．発

表後に個別質問タイムを設け，参加者間での活発な議論や

意見交換を行うことができた．研究会の活性化に向けて，

図2 浮世絵の魅力を伝える「浮世絵コンシェルジュ」

2024年9月研究会 基調講演より（https://hataemari.jimdofree.com/）

【組織戦略】

外部連携をするか否かの
判断基準

対外的な情報発信

【組織のオペレーション】

専門組織

外部連携先の探索

国内の組織と外部連携を
する場合の課題

【ソフト面の要素】

推進する仕組みの問題点・
課題

オープンイノベーション
を推進するにあたっての
阻害要因

・判断基準が明確化されていない，あるいは明確化されているが徹底されていない．

・外部連携が全社的な取り組みとなっていない．

・経営トップのコミットメントが不充分．

・専門組織が設置されていない，あるいは設置されているが機能していない．

・従来の手段に頼っており，新たな仕組み（ビジネスコンテスト，ハッカソン・アイデアソン，CVC
  など）を活用できていない．

・適当な連携先を見つけられない．

・費用分担や知財の取扱いで合意できない．

・協業で目指すところやスピード感が合わない（特に大学・公的機関の場合）．

・まず，人員や予算が課題となっている．

・それをクリアしても，研究開発部門の理解や，外部連携先の探索が難しい．

・まず，マインド面が課題となっている（トップが必要性・目的を充分に理解していない，担当者の
  自前主義志向が強い，社内の気運が高まっていない）．

・その上で，プロセスやリソースが課題となっている（予算確保，意思決定スピード，社内技術の外
  部活用，コーディネータ人材の不足）．

表3 オープンイノベーション推進の課題・阻害要因
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ポスター発表については検討を継続する予定である．

9月11日には3月研究会と同様に法政大学大学院におい

て2025年度第1回研究会を開催した．ここでは，ブックカ

フェの事業計画，中小企業の事業承継，持続可能な観光振

興をテーマにした3件の研究発表が行われた．研究会が平

日開催であったことから参加者は少なかったが，参加者と

報告者との間で深い議論が交わされた．

４．むすび

本稿では，本研究委員会がこれまでにも注目してきたOI

の現状とともに，OI創出を持続させる方法について整理し

た．また，2024年1月～2025年12月までの研究会活動につ

いても振り返った．

本稿で述べた社会や技術のさまざまな変化により，今後

も，起業工学が注目する「新たな価値創造・新結合」のアプ

ローチはより一層多様化すると考えられる．例えば，OIに

は，インバウンド型，アウトバウンド型，連携型（カップ

ルド型）の3つのタイプがあるが，その時々の社会や技術

の変化に応じたOIを検討する場合，どのタイプが適切か，

そのタイプで充分か，新たなタイプが必要か，さらに各種

タイプで持続的にイノベーションを創出していくためにど

のような人材育成やその環境整備が求められるかなど，課

題は多岐にわたる．

本研究委員会や研究会では，これらの検討を文理融合の

視点から進められる環境をより一層整えていき，積極的か

つ継続的な発信に努めていく．本稿執筆にあたり，多くの

ご支援・ご協力をいただいた学会事務局ならびに本研究会

関係者の皆様に深く感謝を申し上げる．（2025年12月30日受付）
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